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100.0%

事務事業名 国際交流協会運営事業費

根拠法令 薩摩川内市商工観光部関係補助金等交付要綱

補助経過年数 １１年以上１５年以下

令和2年度 外国人留学生奨学金 評価表 34

所管部課名 交通貿易課 担当者 松元　宏貴

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 支給人数 １０人 令和７年度

令和２年度
予算額

1,100 千円

国県支出金 一般財源 その他 その他の内容

1,100

補助対象経費 外国人留学生に対する奨学金

補助対象事
業・活動の内

容

　本市への外国人留学生に対し、経済的支援が必要な場合、奨学金を支給することにより、
市民との国際交流を推進し、国際化社会に資する人材の育成を行う。

□運営補助のみ　　□事業補助のみ　　□運営補助と事業補助の両方　　■その他
補助金額又は

補助率
外国人留学生（奨学生）１人当たり月額１万円

成果指標② 　支給金額 1,100千円 令和７年度

補助対象者
外国人留学生（本市に居住、在留カード交付、大学に１年以上在籍予定等の全てを満たす
者）

上記項目の
積算方法

外国人留学生（奨学生）１人当たり月額１万円

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成29年度 平成30年度 令和元年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 0.0% 0 0.0% 0

0.0%
寄付金・その他助成 0.0% 0.0%

会費収入 0.0% 0.0%
事業収入 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 920,000 100.0% 860,000 100.0% 690,000

計 920,000 100.0% 860,000 100.0% 690,000
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

支
出

事業費

その他事務費
人件費

計 0 0 0
（翌年度繰越金）

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 92 86 69

支出計/前年度支出計
自己資金/前年度自己資金

【前回評価】平成２９年度「現状のまま継続」
　　　　　　・特になし
【前回評価への回答】特になし
【事業のＰＲ方法】外国人留学生を受け入れている大学と密に連絡をとっている。
【費用対効果】国際交流センターにおいて外国人留学生による市民向け国際理解講座を実施している。
【補助事業以外の事業】
【その他】

成果指標の推移① 9 9 9
成果指標の推移② 920,000 860,000 690,000

特
記
す
べ
き
事
項
等
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要件 項　　目 評価 評価した内容についての説明

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体等
の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市民の
福祉の向上及び利益の増進に寄与している。

A

外国人留学生（奨学生）による国際理解講座を国際交流
センターにおいて市民向けに実施しており、市民の国際
化に寄与している。

必
要
性

　特定の目標・成果の達成に向けた、団体等への
支援や社会的弱者の救済、地域的ハンディ等への
支援が必要である。

A

奨学金の受給資格要件において、留学生活上、経済的援
助が必要であると認められる者との条件があり、外国人
留学生の経済的支援をしている。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに合
致しており、かつ、その目標・成果の達成に向け
て、適切な効果を生じている。（その目標・成果
を測るための適当な効果指標の設定がなされてい
る。）

A

外国人留学生（奨学生）による国際理解講座を市民向け
に実施するなど、国際化社会へ対応することに効果があ
る。

①　補助の対象となる事業について、行政が直接
実施するよりも、行政以外の者が行う方が適当で
あると明確に認められる。

B

行政及び行政以外の者による協調による支援が望まし
い。

②　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補助
金等の交付以外に適当な政策手段がないか、又は
当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段である
と明確に認められる。

A

外国人留学生が修学するにあたり、生活基盤の安定を図
るうえで妥当な手段である。

③　補助率又は補助額が、明確な根拠によって積
算されたものであり、かつ、社会経済情勢に照ら
し、著しく妥当性を欠く水準とはなっていない。
（交付要綱の補助基準）

A

外国人留学生の経済的支援の一助であり、妥当な経費で
ある。

≪今後の改革の方向性≫ ≪視点別評価≫

■現状のまま継続 　公益性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

□見直しの上で継続 　必要性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

 ⇒今後の方向性　 □充実　 　有効性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　　　　　　　　  □移管・統廃合 　適格性・妥当性　⇒　　□高い　　　□低い

　　　　　　　　  □縮小 ≪今後の改革の方向性≫

□休止・廃止 □現状のまま継続

≪上記方向の理由≫ □見直しの上で継続

 ⇒今後の方向性　 □充実　 

　　　　　　　　  □移管・統廃合

　　　　　　　　  □縮小 

□休止・廃止

≪改革・改善の内容とそれを実施していくための
手段・計画≫

≪まとめ≫

適
格
性
及
び
妥
当
性

〈補助金の視点別評価〉　　　　　　　　　　　　【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=課題あり】

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（

一
次
）

結
果

外
部
評
価
結
果

外国人留学生が修学した結果、日本語をはじめ、
日本の文化を理解し、国際化社会で活躍すること
となり、国際交流の一助となる。
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外国人留学生奨学金支給要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規

則第６７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき、及び薩摩川内

市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」と

いう。）を実施するため、薩摩川内市商工観光部関係補助金等交付要綱（平

成１９年薩摩川内市告示第１０１号）第２条の表に掲げる外国人留学生奨学

金に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （受給資格） 

第２条 奨学金の支給を受けることができる外国人留学生は、住民基本台帳法

（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４５の規定により本市の住民票に登

録されている者で、次の各号のいずれにも該当するもの（国費外国人留学生

制度実施要領（昭和２９年３月３１日文部大臣裁定）に規定する国費外国人

留学生を除く。）とする。ただし，市長が特に必要があると認めるときは、

この限りでない。 

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学（本市に

所在するものに限る。以下「大学」という。）に１年以上在籍する予定の

者 

⑵ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の４

に掲げる留学の在留資格を有する者 

⑶ 学業及び人物が優秀であり、かつ、心身ともに健全である者 

⑷ 留学生活上経済的援助が必要であると認められる者 

（支給の申請） 

第３条 奨学金の支給（第６条第１項の規定により支給期間を更新するときを

含む。）を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、外国人留学生

奨学金支給申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 推薦書（様式第２号） 

⑵ 在留カードの写し 

⑶ 在籍証明書（様式第３号） 

⑷ 成績証明書又はこれに類する書類 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、受給資格を証明する書類で市長が必要であ

ると認めるもの 

（支給の決定等） 

第４条 申請者から前条の規定による申請があったときは、内容の審査を行い，

当該年度の予算の範囲内において、奨学金の支給の要否を決定する。 

２ 前項の規定により奨学金の支給を決定し，又は却下したときは、外国人留

学生奨学金支給決定（却下）通知書（様式第４号）により申請者に通知する
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ものとする。 

３ 奨学金の支給の決定を受けた者（以下「奨学生」という。）は、直ちに誓

約書（様式第５号）及び保証書（様式第６号）を市長に提出しなければなら

ない。 

（奨学金の額） 

第５条 奨学金の額は、奨学生１人当たり月額１万円とする。 

（支給期間） 

第６条 奨学金の支給期間は、当該奨学金の支給を決定した日の属する年度の

４月から開始し、当該年度の３月をもって終了する。この場合において、通

算して４年を限度とし、当該支給期間を更新することができるものとする。 

２ 前項の規定を適用する場合において、５月以後に支給の決定があったとき

は、同項中「年度の４月」とあるのは「日の属する月」と読み替えるものと

する。 

（支給方法） 

第７条 奨学金の支給については、毎月末日までに口座振替の方法により行う。

ただし、市長が特別の事由があると認めたときは、数箇月分を合わせて支給

することができる。 

（届出） 

第８条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに市長に届

け出なければならない。 

⑴ 申請書に記載した事項に変更が生じたとき。 

⑵ 休学し、復学し、又は退学するとき。 

⑶ 奨学金の支給を辞退するとき。 

⑷ 停学その他の処分を受けたとき。 

（支給決定の取消し等） 

第９条 市長は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは、奨学金の支

給の決定を取り消し、又はその支給を停止する。ただし、当該奨学金の停止

の事由が生じた日において、当該日の属する月の日数の２分の１を超えてい

る場合は、当該日の属する月の奨学金は支給するものとする。 

⑴ 退学したとき。 

⑵ 奨学金の支給を辞退したとき。 

⑶ 虚偽の申請その他不正な手段により奨学金の支給を受けたとき。 

⑷ 第２条に規定する受給資格に該当しなくなったとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、奨学生として適当でないと市長が認めたと

き。 

２ 市長は、前項の規定により奨学金の支給の決定を取り消し、又はその支給

を停止するときは、外国人留学生奨学金支給決定取消通知書（様式第７号）

又は外国人留学生奨学金支給停止通知書（様式第８号）により本人にそれぞ

れ通知するものとする。 
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３ 第１項の規定により支給の停止を受けたときは、第６条第１項中「当該年

度の３月」とあるのは「当該支給の停止を受けた事由の生じた日の属する

月」と読み替えるものとする。 

（支給の休止） 

第１０条 市長は、奨学生が休学したときは、奨学金の支給を休止することが

できる。 

２ 前項の規定により奨学金の支給を休止することができる期間は、休学した

日の属する月の翌月から復学した日の属する月の前月までとする。ただし、

当該期間が１箇月の２分の１未満であるときは、この限りでない。 

（奨学金の返還） 

第１１条 市長は、第９条の規定により奨学金の支給の決定を取り消し、若し

くはその支給を停止し、又は前条の規定により奨学金の支給を休止したとき

において、既に奨学金を支給しているときは、奨学生にその一部又は全部の

返還を請求することができる。 

（効果の測定） 

第１２条 外国人留学生奨学金の効果（条例第４条第２項第１号の効果をい

う。）は、奨学金の支給を受けた者の数をもって測定するものとする。 

（その他） 

第１３条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は，商工観光部長が別に

定める。 

附 則 

１ この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 外国人留学生奨学金支給に係る条例第４条第１項の規定による見直しにつ

いては、平成１９年度において検討を行い、その結果に基づいて、平成２０

年度において所要の措置を講ずるものとする。 

３ この要領は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２４年７月１日から施行する。 
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